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第 5節 まとめ 

 

 本章では、農業の生産プロセスについて分析し、農業生産に影響を与える要素を明らかに

した。 

第 1 節では、世界各国の特徴を踏まえた生産関数の推定を行い、その推定結果を用いて

短期と長期の 2 種類の供給関数の導出を行った。さらに、短期の供給関数に基づいて日本

とアメリカの穀物供給量の差の要因分解分析を行った。その結果、日本とアメリカの穀物生

産量の差は主に資本ストックと土地と利潤最大化行動の差によるところが大きく、日本の

農業の発展には資本設備や土地の充実のみならず、企業家の経営面の改善が必要であるこ

とが明らかになった。 

第 2 節では、農業の生産性と気候変動の関係を解明するために、農業の生産関数の推定

を行った。推定結果から、世界各国の農業生産性の変化や各国間の差は大規模化の程度や気

候変動の程度によって説明されることが明らかになった。さらに、推定結果から農業生産性

の変化および国家間の差に関する要因分解分析を行った。その結果、気候変動は農業生産に

直接的な影響を及ぼすだけでなく、経済・地理・人口などの複合的要因を通じて各国の生産

格差を拡大させていることが明らかになった。 

第 3節では、先進国の食料品の輸入関税率に関する重回帰分析を行った。その結果から、

輸入総額に占める食料の割合が大きいと輸入関税率が高くなっており、高所得国は自国の

農業を守るために高い輸入関税率を設定していることが分かった。さらに、農業保護に占め

る関税の割合である関税依存度に関する重回帰分析、推定結果から日本と他国の関税依存

度の差に関する要因分解分析を行い、その結果から、日本は他の国々に比べて政府債務比率

が大きく、それが関税に依存した農業保護政策をもたらしていることが明らかになった。 

第 4節では、農産物輸出関数の推定を行い、その推定結果からアメリカ、イタリアと日本

の農産物輸出額の差の要因分解分析を行った。その結果、日本は狭い国土での米生産構造が

輸出拡大の制約となっていることが分かった。さらに、日本の相手国別の農産物輸出額に関

する重回帰分析を行った。その結果から、日本の輸出は経済規模の大きい国、EPA を締結

した国、訪日外国人数が多いほど大きくなっており、日本の農産物輸出額は増加しているが

米生産に依存する構造からの方向転換が求められることが明らかになった。 
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